
1～3級　係員�
28.4％�

（26.9％）�

4級　主任�
21.5％�

（22.9％）�

5級　係長・主任�
21.8％�

（22.2％）�

6級　係長�
18.3％�

（16.7％）�

7級　課長 3.8％（4.8％）�
8級　課長 3.9％（3.7％）� 9級　部長 1.7％（2.2％）�

※（　）は1年前�

10級　局長・部長 0.6％（0.6％）�

民
間
給
与
の
実
態
調

査
に
基
づ
い
て
い
ま

す地
方
公
務
員
の
給
与
は
、
国
や

他
の
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
民

間
企
業
の
従
業
員
の
給
与
な
ど
を

考
慮
し
て
定
め
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
人
事
や
給
与
に

つ
い
て
の
専
門
的
な
機
関
で
あ
る

「
人
事
委
員
会
」
が
、
毎
年
市
内

の
民
間
事
業
所
の
給
与
な
ど
を
調

査
し
、
市
長
と
市
議
会
に
給
与
の

勧
告
を
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を

受
け
、
最
終
的
に
は
市
民
の
代
表

者
か
ら
な
る
市
議
会
の
審
議
を
経

て
条
例
で
決
ま
り
ま
す
。

今
年
も
、
九
月
に
下
記
の
内
容

の
勧
告
を
受
け
て
い
ま
す
。

「
人
件
費
」
は
一
般

会
計
歳
出
の
１４
％

人
件
費
と
は
、
職
員
に
支
給
さ

れ
る
給
料
や
手
当
の
ほ
か
に
、
共

済
費
（
民
間
の
社
会
保
険
料
の
使

用
者
負
担
分
に
相
当
す
る
も
の
）

な
ど
を
含
み
ま
す
。
歳
出
に
占
め

る
こ
の
人
件
費
な
ど
の
義
務
的
経

費
の
割
合
が
低
い
ほ
ど
、「
自
由

に
使
え
る
お
金
」
が
増
え
、
財
政

の
弾
力
性
・
自
由
度
が
増
し
ま
す
。

職
員
給
与
は

４
年
連
続
の
減
に

人
件
費
の
う
ち
、
職
員
に
実
際

に
支
給
さ
れ
る
毎
月
の
給
料
や
扶

養
手
当
、
民
間
の
賞
与
に
当
た
る

期
末
・
勤
勉
手
当
な
ど
の
合
計

（
職
員
給
与
費
）
は
、
平
成
十
一

年
度
か
ら
四
年
連
続
で
減
少
し
て

お
り
、
そ
の
減
少
額
は
約
百
十
六

億
円
に
な
り
ま
す
。

◆
職
務
と
昇
給
◆

各
職
員
の
給
料
を
決
め
る
「
給

料
表
」
は
職
務
や
責
任
に
応
じ
た

「
級
」と
、
各
級
で
段
階
を
定
め
た

「
号
俸
」
か
ら
成
り
、
一
定
期
間

良
好
な
成
績
で
勤
務
し
た
と
き
一

号
俸
昇
給
し
ま
す
。
勤
務
成
績
が

特
に
良
好
な
職
員
（
年
１５
％
程

度
）
に
は
、
昇
給
期
間
を
短
縮
す

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
従
来
五
十
八
歳
だ
っ
た

昇
給
停
止
年
齢
を
五
十
五
歳
に
引

き
下
げ
て
い
ま
す
。

区 分
歳出額
（A）

人件費
（B）

人件費率
（B/A）

１３年度の
人件費率

１４年度
千円

８１３，６３５，４８６
千円

１１７，１４８，９４４
％

１４．４
（１６．７）

％
１４．７

（１７．０）

区分
職員数
（C）

職員給与費 一人当たり
の 給 与 費
（D/C）給料 職員手当

期末・勤勉
手当

計（D）

１４年度
（１３２）人
１１，７３５

千円
５２，２０３，９２２

千円
１７，１３０，１０５

千円
２２，１３４，７６７

千円
９１，４６８，７９４

千円
７，７０８

市職員に支給されている給与

のあらましを紹介します。

与
の状況

お問い合わせは
勤労課 �２１１－２０８２

人
件
費
の
状
況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
？

市職員

給
給
与
は
ど
う
や
っ
て
決
め
て
い
る
の
？

＜主な内容＞

●２年連続、月々の給料

と扶養手当の引き下げ

●期末手当の０．２５カ月分

引き下げ
※ 仮に勧告通り改定を実施した場
合、平均年間給与は５年連続、過去
最大の１７８，０００円の減となります

平成１５年度勧告

（平成１５年４月１日現在）

※職員給与費には退職手当を含まない。（ ）内は、再任用短時間勤務職員で外書き。一人当
たりの給与費は、その人数を含む。

職員給与の減の主な理由は、勧告に基づく給与の引
き下げ、職員の減が挙げられます

※ この春政令指定都市に移行し
た、さいたま市を除く１２市での比
較

政令指定都市中では、
福岡市に次いで低くな
っています

●一般会計歳出のうち人件費の割合（一般会計決算）

今年９月に出された勧告では・・・・

●職員の数と職員給与費（一般会計決算）

●一般行政職の級別割合

較差を
なくすため

人事委員会の給与実態調査

※ 民間給与の実態調査は、従業員１００人
以上の企業における従業員５０人以上の事
業所を対象に実施

－４，６１１円（公民較差）

※人件費には、市長などの特別職に
支給する給料などを含む。
（ ）は政令指定都市の平均です。

民間従業員の給与

－） 本市職員の給与

注：一般行政職

とは、行政職給

料表の適用され

る職員から税務

や福祉などに携

わる職員を除い

たものです。
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